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3．新聞の配送部数

新聞はテレビ放送とならぶ、わが国のもっとも重要なマス・コミュニケ

ーション手段であり、毎日大量の部数を全国で発行している。

一般紙のうち、東京、大阪などの大都市に本拠地を置き、全国的配送網

を持つ全国紙は5紙、それ以外のいわゆる地方紙は75紙である。地方紙の

うち8ないし9紙は数県にまたがって配送されるが、その他のものはほと

んどが発行所のある都道府県内だけに配送される。1日あたりの配送部数

は、10万部未満のもの30紙、10万部以上100万部未満のもの41紙、100

万部以上1000万部未満のもの7紙、1000万部以上のもの2紙である。

〔凡例と作図の要点〕

この図は、スポーツ・娯楽紙、業界紙、政党・宗教団体機関紙などを除

く一般報道を目的とする日刊の商業新聞を対象として、1974年上期におけ

る1日の配送部数を表わした。

朝刊と夕刊はそれぞれ1部として計算した。

〔資料〕

1．ABC協会，新聞発行社レポート，昭和49年1月～6月

3．雑誌の配送部数

1973年のわが国の雑誌の配送部数は、月刊誌10.6億部、週刊誌11.1億

部、発行点数は、月刊紙1,405点、週刊誌56点、販売金額は、月刊紙2224

億円、週刊誌1050億円である。

種類別の配送部数をみると、月刊誌では児童雑誌がもっとも多く全体の

26％をしめ、週刊誌では大衆雑誌がもっとも多く全体の33％をしめる。

また1973年の書籍の出版点数は約3万点、販売部数は5億4900万部、販

売金額は3206億円である。

〔資料〕

1．出版科学研究所資料

2．カラーテレビの受信契約率

日本放送協会と、聴視者の間に結んだテレビ放送の受信契約は、1973年

3月31日現在2440万件であり、そのうちカラーテレビの受信契約は 1560

万件である。これらは全国の世帯数のそれぞれ76.6％、49.0％にあたる。

わが国のテレビ放送は1953年に開始され、カラーによるテレビ放送は、

1960年に開始された。テレビ受信機は、1960年代に入って急速に増加し、

今日ほとんどの家庭に普及している。

〔凡例と作図の要点〕

カラーテレビの受信契約率は、1973年3月31日現在の世帯数にたいす

るカラーテレビ受信契約数の割合である。

日本放送協会の放送受信規約によると、契約の基準はおおむねつぎのよ

うになっている。

1．ＮＨＫのテレビを受信することのできる受信機のうち、白黒テレビ受

信機を設置したものは普通契約、カラーテレビ受信機を設置したもの

はカラー契約を結ばなければならない。また両者を設置した場合はカ

ラー契約を結べばよい。

2．契約の単位は世帯ごとにおこなうものとする。ただし、同一の世帯に属

する2以上の住居に設置する受信機については、その住居ごととする。

〔資料〕

1．日本放送協会，昭和47年度放送受信契約数統計要覧

2．自治省，昭和48年版住民基本台帳に基づく全国人口世帯数表

1．テレビ放送局．ラジオ放送局

わが国の放送事業は、聴視者の受信料でまかなわれる公共事業体の日本

放送協会(ＮＨＫ)と、広告収入でまかなわれる民間放送各社によって行な

われている。

1974年4月1日現在のテレビ放送局は、無人の中継放送局をふくめる

と、日本放送協会の総合テレビが1,896局、教育テレビが1,872局であり、

民間放送は、ＶＨＦテレビが48社476局、ＵＨＦテレビが40社1,121局であ

る。民間放送局の多くは4つの全国ネットワークのいずれかに属している。

わが国では、ほとんどの地域で、ＮＨＫテレビ2局と民間放送1局以上の

合せて3局以上のテレビ放送を見ることができる。

1974年4月1日現在のラジオ放送局は、日本放送協会の第1放送が173

局、第2放送が141局、ＦＭ放送が424局であり、民間放送は、中波放送が

48社159局、短波放送が1社2局、ＦＭ放送が4社6局である。

〔凡例と作図の要点〕

テレビおよびラジオ放送局は、独自の呼出符号を持っている放送局だけ

を表示した。ただし日本放送協会のテレビ放送局は、全国どこでも総合テ

レビと教育テレビを放送し、地域ごとに両者の呼出符号が違うが、地図表

現上両者を1局として表示した。またラジオ放送局は第1放送と第2放送

を放送しているが、テレビ放送局と同じように両者を1局として表示した。

そのため放送局の出力は、テレビで総合放送、ラジオで第1放送のものを

表示した。

ラジオの普通放送は、中波と短波による放送をいう。

〔資料〕

1．日本放送協会，全国テレビジョン・ＦＭ・中波放送局一覧

2．日本放送協会．ＮＨＫ年鑑'73

3．民間放送連盟資料
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1:13,000,000

(民放テレビ局サービスエリア調査から作成)
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(放送受信契約数統計要覧から作成)

(放送受信契約数統計要覧から作成)

テレビ受信契約数の推移

雑誌の発行点数の推移 雑誌販売部数の推移

(出版科学研究所資料から作成) (出版科学研究所資料から作成)
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テレビの受信契約率（1973）

全世帯数に対する
受信契約数の割合

75％未満

75～80

80～85

85～90

90～95

視聴可能テレビ局数（1973）

一般に視聴している局数
NHK総合･NHK教育はそれ
ぞれ1局として数える



テレビ放送局．ラジオ放送局

テレビ放送局
(1974)

送信者別

VHF放送 UHF放送VHF放送 UHF放送

日本放送協会の放送局

民間放送局

出力 (空中線電力)

1kW未満
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30kW

50kW

1974.4.1現在

1:5,000,000

日本放送協会の放送局は、総合および

教育放送局をあわせて1局とする。

77.1

ラジオ放送局

(1974)

出力 (空中線電力) 送信者別

日本放送協会の放送局

民間放送局

日本放送協会の放送局は、第1および

第2放送局をあわせて1局とする。
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普通放送 FM放送 普通放送 FM放送

1974.4.1現在
1:5,000,000
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カラーテレビの受信契約率

（1973）

全世帯数に対する受信契約数の割合

20％未満

20％以上

30％以上

40％以上

50％以上

60％以上

70％以上

30％未満

40％未満

50％未満

60％未満

70％未満

都府県界

市町村界および東京都の区界

1973.3.31現在

全国平均49.0％

1:4,000,000
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カラーテレビの受信契約率

77.2



新聞の配送部数．雑誌の配送部数

77.3 新聞の配送部数
(1974)

一般紙の1日の配送部数

朝 刊

全国紙

全国紙 地方紙

地方紙

1974年上期における1日の配送部数

配送部数(全国)5269万部

1世帯あたり部数(全国)1.61部

1世帯あたり部数

1.0部未満

1.0部以上

1.2部以上

1.4部以上

1.6部以上

1.8部以上

2.0部以上

1.2部未満

1.4部未満

1.6部未満

1.8部未満

2.0部未満

1:5,000,000

雑 誌 の 配 送 部 数
(1973)

年間推定配送部数

月 刊 誌

週 刊 誌

月刊誌の年間推定配送部数(全国)
10.6億部

週刊誌の年間推定配送部数(全国)
11.1億部

年間1人あたり部数(全国)20.1部

種 別

月 刊 誌

児 童

婦 人

大 衆

総合・文芸

生活・趣味・スポーツ

学 習 参 考

そ の 他

週 刊 誌

児 童

婦 人

大 衆

総 合

経 済

ス ポ ー ツ

年間1人あたり部数

(月刊誌および週刊誌の合計)

10部未満

10部以上

12部以上

14部以上

16部以上

18部以上

20部以上

12部未満

14部未満

16部未満

18部未満

20部未満

1:5,000,000
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夕 刊
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